
公益法人の区
分

国所管、都道
府県所管の区
分

応札・応募者
数

不動産売買契約（佐賀駐屯地（仮称）予
定地）

支出負担行為担当官
九州防衛局長
伊藤　哲也
福岡県福岡市博多区博
多駅東2-10-7

令和5年5月18日

佐賀県佐賀空港事務所
長
森　俊大
佐賀県佐賀市川副町大
字犬井道9476番地187

1000020410004

会計法第29条の3第4項、予算決算及
び会計令第102条の4第3号の規定を適
用し、左記相手方と随意契約を締結
したものである。

情報公開法第５条第
６号に基づき記載し
ない

情報公開法第５条第
６号に基づき記載し
ない

不動産売買契約（佐賀駐屯地（仮称）予
定地）

支出負担行為担当官
九州防衛局長
伊藤　哲也
福岡県福岡市博多区博
多駅東2-10-7

令和5年5月18日

佐賀県有明海漁協協同
組合
西久保　敏
佐賀県佐賀市西与賀町
大字厘外821番地4

7300005003028

会計法第29条の3第4項、予算決算及
び会計令第102条の4第3号の規定を適
用し、左記相手方と随意契約を締結
したものである。

情報公開法第５条第
６号に基づき記載し
ない

情報公開法第５条第
６号に基づき記載し
ない

損失補償契約（佐賀駐屯地（仮称）予定
地）

支出負担行為担当官
九州防衛局長
伊藤　哲也
福岡県福岡市博多区博
多駅東2-10-7

令和5年5月18日

佐賀県佐賀空港事務所
長
森　俊大
佐賀県佐賀市川副町大
字犬井道9476番地187

1000020410004

会計法第29条の3第4項、予算決算及
び会計令第102条の4第3号の規定を適
用し、左記相手方と随意契約を締結
したものである。

1,797,620 円 1,797,620 円 100.00%

損失補償契約（佐賀駐屯地（仮称）予定
地）

支出負担行為担当官
九州防衛局長
伊藤　哲也
福岡県福岡市博多区博
多駅東2-10-7

令和5年5月18日
情報公開法第５条第１
号及び第２号に基づき
記載しない

-

会計法第29条の3第4項、予算決算及
び会計令第102条の4第3号の規定を適
用し、左記相手方と随意契約を締結
したものである。

52,963,770 円 52,963,770 円 100.00%

賃貸借契約（航空自衛隊春日基地飛行場
地区）

支出負担行為担当官
九州防衛局長
伊藤　哲也
福岡県福岡市博多区博
多駅東2-10-7

令和5年5月24日
情報公開法第５条第１
号に基づき記載しない

-

会計法第29条の3第4項、予算決算及
び会計令第102条の4第3号の規定を適
用し、左記相手方と随意契約を締結
したものである。

254,157,392 円 254,157,392 円 100.00%

賃貸借契約（航空自衛隊春日基地飛行場
地区）

支出負担行為担当官
九州防衛局長
伊藤　哲也
福岡県福岡市博多区博
多駅東2-10-7

令和5年5月24日

福岡市長
高島　宗一郎
福岡県福岡市中央区天
神1-8-1

-

会計法第29条の3第4項、予算決算及
び会計令第102条の4第3号の規定を適
用し、左記相手方と随意契約を締結
したものである。

16,039,863 円 16,039,863 円 100.00%

賃貸借契約（FAC5001板付飛行場）

支出負担行為担当官
九州防衛局長
伊藤　哲也
福岡県福岡市博多区博
多駅東2-10-7

令和5年5月24日
情報公開法第５条第１
号に基づき記載しない

-

会計法第29条の3第4項、予算決算及
び会計令第102条の4第3号の規定を適
用し、左記相手方と随意契約を締結
したものである。

64,133,245 円 64,133,245 円 100.00%

賃貸借契約（FAC5001板付飛行場）

支出負担行為担当官
九州防衛局長
伊藤　哲也
福岡県福岡市博多区博
多駅東2-10-7

令和5年5月24日

福岡市長
高島　宗一郎
福岡県福岡市中央区天
神1-8-1

-

会計法第29条の3第4項、予算決算及
び会計令第102条の4第3号の規定を適
用し、左記相手方と随意契約を締結
したものである。

3,213,865 円 3,213,865 円 100.00%

契約の相手方の商号
又は名称及び住所

備考法人番号

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及び数量

契約担当官等の氏名
並びにその所属する
部局の名称及び所在

地

契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率
再就職の役員

の数

随意契約によることとした会計
法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

公益法人の場合

付紙様式第４


